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被災規模別分類及び対策

被災確認箇所
（939箇所）

（箇所数はH23.9.13時点）

中規模
（約149箇所）

H23.3.11

①短期間での
現場対応が必要。
②本復旧の工法
検討！

【ハード対策】

大規模
（55箇所）

暫定対策
・石灰水注入
・切返し
・シート張＋土のう（HWL以上）
・ブロックマット（HWL以下）

暫定対策

・石灰水注入
・砂充填（部分切返
し）

・シート張＋土のう

暫定対策
・石灰水注入
・砂充填（部分切返
し）

・シート張＋土のう

小規模
（約735箇所）

（
非
出
水
期
間
）

（
非
出
水

期
間
）

（
出
水

期
間
）

6月～10月

本復旧

完了

《被災規模別分類の考え方》

水防工法で使われている工法（月の輪、釜段、積み土のう、
押え盛土等）による事前対応を可能な限り実施

完了

・砂充填
・シート張＋土のう

被災形態 被災規模の判断

1

縦断亀裂（H.W.L.より浅い）

2

堤防天端まで達しない堤体のすべり崩壊
またはHWLに達しない縦断亀裂、陥没

3

横断亀裂（H.W.Lより浅い）

4

縦断亀裂（H.W.L.より深い）

5

横断亀裂（H.W.Lより深い）

6

堤防天端を切る堤体のすべり崩壊または
HWLより深い縦断亀裂、陥没

7

堤体の沈下、陥没、はらみ出し

○甚　大
・明らかに堤防機能喪失
・既に堤防断面を有していない
・緊急災で二重締切りか、それと同等の締切りを実
施した箇所

○小規模
・表層部のみの損傷
・部分的な損傷
･維持工事で対応可能なレベル
○中規模
・ＨＷＬ以深に達しない損傷
・部分的にＨＷＬ程度の損傷

○大規模
・堤防機能を有していないと判断
・明らかにＨＷＬ以下の損傷
・堤防全体に及ぶ損傷

小規模
中規模

大規模

大規模

甚 大

大規模

小規模
中規模

小規模
中規模

中規模被災の状況

大規模被災の状況
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「大規模被災箇所」について、災害復旧事業としての再度災害防止の観点より「同等の地震を受けた
としても中規模被災以下に止まる」ことを目的として、「液状化対策」を施すこととする。

①地質調査を実施した上で被災メカニズムを十分検証し、効果的な対策工法とする。

②緊急復旧等で行われた「切返し（掘削・盛土）」は活かすものとする（霞ヶ浦を除く）。

③堤防天端や小段の道路利用、堤防に近接する家屋等、周辺環境への影響に配慮する。

④今回の震災で効果が確認された既設対策工（漏水矢板等）は極力活かすものとする。

⑤経済性に十分配慮する（目的物・仮設物を含めたトータルコストを勘案し、工法等比較検討を行う）。

【液状化対策実施の基本方針】

【液状化対策検討項目】

【液状化対策設計条件】

※１）大規模被災：堤防被災がHWLより深い位置に達し、堤防損傷・変形が大きく堤防機能を損なう被災（原形復旧＋液状化対策）

※２）中規模被災：堤防被災がHWLより浅い位置に止まる程度であり、速やかな復旧が可能な被災（原形復旧）

関東地整における堤防液状化対策基本方針

本震災によって過去に実施した耐震対策工の効果が確認されたことを踏まえ、液状化対策の設計にあたっては下記条件と
した。 （※「第1回河川堤防耐震対策緊急検討委員会【国土交通省】」資料等）

①設計基準
･鋼矢板以外：河川堤防の液状化対策工法設計施工ﾏﾆｭｱﾙ（案） 平成9年10月 「建設省土木研究所 耐震技術研

究センター 動土質研究室」
･鋼 矢 板 ：同上（鋼材を用いた対策工法）編 平成10年10月 「建設省土木研究所 耐震技術研究センター 動土

質研究室」
②ドレーン工は堤体内の地質想定横断を確認し、液状化層の位置、地下水位（堤体内水位）、堤防断面とのバランス等に

配慮して設計する。
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千葉県印旛郡栄町

右岸70.25k+17m

右岸69.75k-41m

大規模被
災箇所
L=562m

法尻部は民家が連担

利根下流（千葉県印旛郡栄町中谷地先）

千葉県香取郡神崎町

茨城県稲敷市

大規模被災箇所
L=140m

右岸
49.0k+55m

右岸
49.0k+195m

神崎橋

堤防裏小段・
法尻を道路と
して利用

主要地方道

生活道路

利根下流（千葉県香取郡神崎町神崎本宿地先）

関東地整における液状化対策検討項目イメージ

液状化対策の検討項目
（その他要因）

③高水敷の利用（公園）

大規模被災箇所

高水敷を公園で利用

③堤防に民家等が近接・連担

③堤防が主要地方道等として利用

⑤対策工は経済性も考慮

被災箇所毎に、適用可能な液状化対策工法について、
経済性を比較

鋼矢板 地盤改良
地盤改良

利根下流（千葉県香取市佐原地先）

小貝川（茨城県取手市宮和田地先）

②切返しの実施

十分に締固めを行い堤防機能を復旧

江戸川（埼玉県幸手市西関宿地先）

掘削 敷均し

締固め

締固め確認

④既設対策工の評価（既設対策工は極力活かす）

川表側の被災軽微

小貝川（茨城県常総市上蛇地先）

漏水矢板護岸の変状が見
られない。

利根下流（千葉県印旛郡栄町中谷地先）
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対策工の効果検証

被災要因及び対策工を代表すると考えられる以下の３箇所について「対策工法
の効果検証」を行った。

番
号

箇所番号 河川名 地 区 名 被災要因 効果検証

① ６ 小貝川 茨城県常総市上蛇地区 基盤液状化 既設漏水鋼矢板及び新設鋼矢板
の効果検証

② ３４ 利根川下流 千葉県香取市佐原地区 基盤液状化 大規模堤防における鋼矢板の

効果検証

③ ５５ 那珂川 茨城県東茨城郡茨城町下石崎地区 堤体液状化（閉封飽和域） 堤体液状化におけるドレーン工の
効果検証

ｼﾞｮｳｼﾞｬ

ｻﾜﾗ

ｼﾓｲｼｻﾞｷ

４



 

大規模
被災箇所

５５無し
32

腹付盛土有
4

矢板有
19 腹付盛土有

矢板有

無し

+14.0m

+8.0m
液状化層既設矢板を除去して計算

①地震により被災を受けた断面（既設矢板有）

既設漏水鋼矢板及び新設鋼矢板の効果（試算）

 
111.25 秒 145.2 秒

継続時間 34 秒

50Gal発生最終時刻最大加速度

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

0 50 100 150 200 250 300 350

時間(sec)

加
速

度
振

幅
(G
al
)

N-S

E-W

■計算条件

■解析手法
流体力学に基づく永久変形解析
（液状化に伴う地盤の流動予測解析プログラムSOLIFLUK）

・地震継続時間
つくば観測所（K-NET）における観測記

録をもとに設定

+14.0m

+8.0m
液状化層既設矢板

（Ⅳ型と仮定）
矢板（Ⅳ型）

《対策（既設漏水矢板及び鋼矢板）の効果》

■解析結果

②対策後

③既設漏水矢板が無かった場合の断面

■解析対象
小貝川右岸31.8k-107m～31.8k-47m 茨城県常総市上蛇地区

・小貝川 ３１．８K 上蛇地区護岸状況（関東４６５）

①地震により被災を受けた断面（既設矢板あり）

《既設対策工の効果の一例》

■既設漏水矢板の有無による被災状況

②対策後（既設矢板＋対策矢板）

被災状況スケッチ図

※「被災大」箇所は、漏水矢板が短いため先端が非液状化層に達していない。

大規模被災箇所の既
往対策済割合 対策済箇所の被災状況

護岸被災状況確認 ： 異常なし

ジョウジャ

(+)(-)

漏水矢板あり

小貝川（茨城県常総市上蛇地先）

川裏側 川表側

被災大
被害小

10cm程度の陥没

※41箇所の中規模被災箇所で発生した標準的な亀裂幅の平均は幅約２０ｃｍである。今回、対策後の水平変位が２６cmであり、中規模程度と同等である。

・ 今回の地震で、大規模被災を受けた箇所の内、漏水矢板（川表）が施工されていた箇所

では、川表側堤防の被災は、ほとんどの箇所で小規模な亀裂程度以下となっていた。
又、川裏に比較して滑りやはらみ出し等の変状はみられなかった。

・ 被災箇所の切返し時に、漏水護岸の状態を確認したが健全であった。

既設矢板

対策済み
箇所
２３

被災小
13

被災大(※)
4 被災なし

6

被災なし

被災小

被災大

 

川表のり尻部 天端（表のり肩） 天端（裏のり肩） 川裏のり尻部

①地震により被災を受けた断面（既設矢板あり） 0.23 ‐0.30 0.20 0.55 0.61

②対策後（既設矢板＋対策矢板） 0.04 ‐0.27 ‐0.01 0.04 0.05

③既設漏水矢板が無かった場合の断面 0.33 ‐1.62 ‐0.96 ‐0.47 0.05

※側方変位量　＋：川裏方向，－：川表方向

解析ケース
天端沈下量

（ｍ）

側方変位量（ｍ）

５



《対策（鋼矢板）の効果》

大規模堤防における鋼矢板の効果（試算）

液状化層 4m 液状化層 4m

矢板（Ⅱ型）

川表のり尻部 天端（表のり肩）

被災時 0.14 -1.53 -0.82

対策後（矢板） 0.03 -0.01 -0.14

※側方変位量　＋：川裏方向，－：川表方向

解析ケース
天端沈下量

（ｍ）

側方変位量（ｍ）

■解析結果
①地震により被災を受けた断面

②対策後

①地震により被災を受けた断面 ②対策後

■計算条件

■解析手法
流体力学に基づく永久変形解析
（液状化に伴う地盤の流動予測解析プログラムSOLIFLUK）

・地震継続時間
佐原観測所（K-NET）における観測記

録をもとに設定

■解析対象
利根川右岸39.0k+64m～39.5k+79m 千葉県香取市佐原地区

《大規模（大断面）堤防に施工された既設対策工の効果の一例》

・無被災箇所（漏水矢板整備済区間）利根川右岸 38.5Ｋ＋200m～39.0k+64m

・被災箇所（漏水矢板未整備区間）利根川右岸 39.0k+64m～39.5k+79m

■漏水矢板護岸整備の有無による被災状況

・今回の地震で、利根川右岸39.0k＋64m～39.5k付近（写真：赤色部）で堤防
の亀裂や川表側への変位等の大規模被災が発生した。

・右岸39.0k＋64mから下流には漏水矢板（護岸）が施工されている。
・両箇所は近接しており、堤体構造もほぼ同様であったが、既設漏水矢板が
施工箇されている箇所は本地震による被災がなかった。

Ⅱ型 Ｌ＝７ｍ

鋼矢板

(-) (+)

地震により被災を受けた断面

無被災箇所（漏水矢板整備済区間） 被災箇所（漏水矢板未整備区間）

39K+64m38.5K+200m

※非液状化層に矢板先端が達している。

サワラ

※41箇所の中規模被災箇所で発生した標準的な亀裂幅の平均は幅約２０ｃｍである。今回、対策後の水平変位が１３cmであり、中規模程度と同等である。
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-0.3m

+0.6m

+3.2m

液状化層 -0.3m

+3.2m

+0.6m
液状化層

ドレーン工

+0.1m
4m

《対策（ドレーン）の効果》

川表のり尻部 天端（表のり肩） 天端（裏のり肩） 川裏のり尻部

地震により被災を受けた断面 0.24 ‐3.54 ‐1.36 ‐0.12 0.21

対策後（ドレーン） 0.01 0.49 0.33 0.12 0.12

※側方変位量　－：川表方向＋－：川裏方向

解析ケース
天端沈下量

（ｍ）

側方変位量（ｍ）

堤体液状化におけるドレーン工の効果（試算）

①被災時 ②対策後
■計算条件

■解析手法
流体力学に基づく永久変形解析
（液状化に伴う地盤の流動予測解析プログラムSOLIFLUK）

 
102.91 秒 168.81 秒

継続時間 66 秒

50Gal発生最終時刻最大加速度
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・地震継続時間
那珂湊観測所（K-NET）における観測

記録をもとに設定

■解析結果

■解析対象
那珂川（涸沼川）左岸7.5k+113m～8.0k 茨城県東茨城郡茨城町下石崎地区

②対策後（ドレーン工）

無被災区間
（ドレーン施工）被災区間

■ドレーン工整備の有無による被災状況

・今回の地震で、那珂川左岸におけるドレーン施工区間直下流の5.5k付近
～7.0k付近で堤防の亀裂等の大規模被災が発生した。

・左岸7.0k～8.75kにはドレーンが施工されおり、堤体構造もほぼ同様である
が、ドレーン施工箇所は被災がなかった。

・無被災区間（那珂川左岸 7.0k～ 8.75k）

《既設対策工の効果の一例》

無被災区間の川裏法面状況→異常なし

シモイシザキ

(-) (+) 無被災区間被災区間

・被災区間（那珂川左岸 5.5k-20m～ 7.0k+25m）

+0.6ｍ
+0. 1ｍ+0.6ｍ

①地震により被災を受けた断面

※41箇所の中規模被災箇所で発生した標準的な亀裂幅の平均は幅約２０ｃｍである。今回、対策後の水平変位が２１cmであり、中規模程度と同等である。

川表

川表

川表 川表

＋
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関東地整における本復旧対策工パターン

８



既設漏水矢板

主な液状化対策工

①利根川下流

②小貝川

③江戸川

④常陸利根川

※川裏は道路腹付盛土より液状化に対する
安定性確保

※川表は既設漏水矢板で液状化に対する
安定性確保

ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ（川裏）

地盤改良工

※川表は護岸鋼矢板有

⑤常陸利根川

鋼矢板（川表・裏）

※液状化対策工法については、今後変更になる可能性がある。

基盤液状化

基盤液状化

堤体液状化

基盤液状化

基盤＋堤体

堤体液状化 ⑥涸沼川

道路盛土

パターンⅡ

パターンⅡ

パターンⅢ

パターンⅣ

パターンⅡ

パターンⅠ

鋼矢板（川表）

鋼矢板（川裏）

ドレーン（川裏）

遮水シート

９



対策工の工法比較例（基盤液状化）

※本比較表は、上記条件下での一例である。 １０


